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The importance of joint development in the development of new products is growing.  
Joint development is becoming an effective method in the development of new products.  
However, while there are many positives in joint development, challenges are also 
present.  There is a vast amount of research into alliance management, which 
addresses these challenges.  Through a thorough review of prior research into alliance 
management, it came to light that there were two points that are present in practical 
business that had not been made clear in the research.  Firstly, there is some 
important point in the activity going on in the front end of joint development.  We 
couldn’t find research that had been done in the initial stages of joint development 
from the angle of alliance management.  The second point is in regard to a concrete 
method that encompasses the whole of alliance management.  While there is a great 
body of prior research into alliances, overall research into how management of joint 
development should be handled, developed in an actual joint development environment 
and laid out simply, is limited.  Therefore, research into these two points has been 
conducted in this study.   For the first point, careful investigation into the end goal 
and detailed agreements with regard to the end goal between the companies involved 
in joint development during the initial stages are effective.  Equally, it’s also 
necessary to possess a flexibility that allows for the handling of unforeseen challenges 
that may arise once development has begun.   With regard to the second point, a 
concrete method that encompasses the whole of alliance management, an “all-purpose 
model” comprised of necessary items taken from prior research, from concrete methods 
of joint development alliance management, etc. was formed and its efficacy was 
verified.  With regard to alliance management, this model is built from the following 
five pillars: subsidiarity, cultural compatibility between collaborating businesses, 
 coordination, communication and trust building activities.  Through this, it became 
clear that the handling of coordination and cultural compatibility within a company is 
very important not just in our joint development partners, but in our own company.  
Effective utilization of this all-purpose model is possible, particularly for joint 
development in specific industries (between clients and contractors).  It should be 
possible to up the probability of successful development through the progression of 
joint development while considering these points. 
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ている（橋田 2003、元橋 2014）。こうした中で、Kale らの一連の論文（2002、2007、2009）





も投げかけられている（元橋 2014）。そこで、本研究では第 2 のポイントとして、Schreiner 







重要性は上記業界に留まるものではない。建設業は国内約 2 万社存在し、ＧＤＰ比約 6％


























































究は他にも多い（Morh et al. 1994）。協力的な組織間関係を開発するプロセスとして関係
者の行動を記録し、データ化して分析する手法についての提案もある（Ring et al. 1994）。
アライアンスを契約の観点から研究するものもある。契約による取り決めは、企業が予測
できる偶発的な事態への対処法となり、また、予測できない結果へ対処する方策となりえ

























































野が移行している関係にある。これなの関係を時間の流れで示したのは図 3 である。 
 













るものが大部分を占める。しかし、1980 年代から 2000 年に掛けては成功要因といっても
個々の要因に着目したものが大部分であったのに対して、2000 年頃からは、アライアンス
する組織の能力としての面に着目した研究が多くなってくる(Sivodas et al. 2000)。アラ
イアンスの能力（ケイパビリティ）についてである。学習能力の観点から捉えて進められ
ている研究も多くなっている（Gulati et al. 2009）。 
2005 年以降、現在においては、これまでの研究をベースにした上で、共同開発の全体を
網羅した成功要因を示そうとするものが見られる。この代表的なものが Schreiner and 






















表 1 主な共同開発に関する研究とその研究項目 
 































































Khurana1998 ◎  × × × × × × × × × × × ○  ○  ○  
Dryster1999 × ◎  ◎  ○  ◎  ◎  × × ○  △  ○  △  △  × × 
青木ら 2004 × ◎  ◎  ○  ○  × ○  × × × △  △  △  × △  
Gerwin2004 × × △  ◎  △  △  △  △  × × ○  ○  △  ○  ◎  
DeMan2005 × ○  ○  ○  × × × × ○  ○  △  △  ○  △  △  
Koen2007 × △  × △  △  △  × × ◎  ◎  ○  ○  △  △  △  
Kale2007 × × △  ○  △  × × × ◎  ◎  ○  △  △  ○  ○  
Hughes2007 × △  × △  ○  ○  × × △  ○  △  △  ○  △  ○  
Kale2009 ○  × △  △  △  × × △  ○  ○  ○  ○  ○  ○  ○  
Heimeriks2010 × × × △  ○  △  × × ◎  ○  ○  ○  △  ○  △  
窪田 2012 × × × ○  △  ◎  × △  ○  ○  ◎  ○  ◎  ○  ○  
名取 2012 × ◎  △  ○  ○  × △  △  ○  ◎  ○  ○  ○  ○  ◎  
安田 2015 × ○  ◎  × ○  ◎  △  × △  △  ◎  ○  △  △  △  


















    
     
     
     
     




















製品の開発プロセス自体に着目した先行研究は多くある（Fujimoto et al. 1998 など）が、





と略す)の概念を提唱した。Cooper et al.（1990）は勝者敗者の差は FFE 活動の質による




Khurana et al.（1998）は FFE 活動重要性を提唱し、Herstatt et al.（2004）は FFE と
これに続く開発プロセスの一連の流れを示した（表 2）。このプロセスにおいては、研究開




なわれ、フェーズ 4 では、試作品製作とテスト、フェーズ 5 では、生産,市場への商品投
入がなされる。開発フェーズについての研究として、開発の初期段階の重要性を示したこ




表 2 製品開発プロセス 










(出典)Khurana et al.（1998）及び Herstatt et al.（2004）を基に筆者作成 
 
Khurana et al.（1998）は、フェーズ 1 とフェーズ 2 の段階までを FFE 段階と位置づ
けて、この段階での不確実性の低減が商品開発の中核であることを指摘している。FFE 活
動の内容について Song et al.（1996）は、顧客ニーズと市場ニーズの理解の重要性を指摘
している。フロントエンドでの活動に際しては、市場を見据えた活動が重視されている







Verworn et al.(2008)は、FFE 活動の有効性を商品の新規性の程度によりその有効性の影






















































































































研究」の 3 つの領域に分けて整理している。 
































































表 5 橋田（2003）による 1980 年代以降の共同開発についての研究動向と今後の期待 
 80 年代 90 年代 期待 
動機 ◎ ◎  
形態･ﾌﾟﾛｾｽ ○ ○  
影響要因 ◎ ◎ ◎ 











表 6 元橋（2014）による欧米と日本企業の仕事との進め方の違い 
 欧米企業 日本企業 
仕事の仕方 モジュラー型 インテグラ型 
AM の仕事の標準化 比較的標準化されている 多様で未定義 
AM の転職市場 整備されている 小さく可能性低い 



































































Coletti et al.(2005)、里見（2005）、坂口ら（2004）、大浦（2006）、Emsley et al.(2007)、
岡室（2009）、港（2009）、今口ら（2011）、窪田（2012）など）。共同開発企業の組織間
の会計と信頼の観点から触れられているものもある（坂口 2005）。サプライヤー企業の信

















































































































4 つのプロセスに具体的な項目を盛り込んだ全体像を表 7 に示す。  
  













（出典）Kale et al.(2007)を基に筆者作成 
 
Kale et al. （2007）によりアライアンス機関の果たす重要性が明確にされた。しかし、
その一方で「具体的にどんなことが求められているのか」、「何が成功要因と関係している
のか」について、なお疑問が残る。Kale らは、2年後に続編とも言うべき Schreiner and Kale 
et al.(2009)においてその内容を明らかにしようとしている。 
提携の成功 提携機能 提携学習プロセス 
提携経験 



























3） Schreiner and Kale et al.(2009)の研究 
①概要 





































（出典）Schreiner and Kale et al.(2009)を基に筆者作成 
 






































































































くの研究者によって示されている（Smith et al. 1991)。また、事前の活動としては、市場





る取引コストとの比較検討の必要性を指摘する研究もあるが(Folta 1998,Pisano et al. 
1989)、新製品の共同開発に際しては、契約を通じてパートナー同士の権利や責任を規定
する必要があり、必須の対応事項である（Gulati et al. 1998）。 
なお、契約に要するコストは、パートナー間に事前の繋がりがない場合には、事前の繋
がりがある場合よりも正当化されている。また、良い契約は関係者の日和見的行動の防御






















































表 9 製品開発プロセスの各フェーズと契約等の関係 





























































図７ FFE 段階での活動充実度と契約内容の関係及びその後想定される開発成否への流れ 
 












































































Schreiner and Kale et al.(2009)で示されたモデルは、他の研究に比べて、共同開発の全
体像を示している点、また、具体的な項目が充実している点、実際の共同開発の現場への
展開性が高い点などにおいて特徴がある。 




Schreiner and Kale et al.(2009)で示されたモデルをベースにして、同モデルでは漏れてい
























































たところ 25 の項目が浮かび上がった。 
この 25 の「原因」がそれぞれの事例が該当するかを表にしたのが表 10 である。また、







表 10 3 つの事例から洗い出した事業化が成功した「原因」の項目 





開発に先立つ特許取得 ○ ○ ○ ◎ ◎ 
主導者の存在 ○ ○ ○ ◎ ◎ 
フォロワーの柔軟性   ○ ○ ◎   
特化した技術 ○ ○ ○ ◎ ◎ 
補完性 
（資金面除く） 
○ ○ ○ ◎ ◎ 
事前取引関係 
の有無 
○ ○       
どちらかに営業力 ○ ○ ○ ◎ ◎ 
対応のスピード   ○ ○     
相互の環境の理解 ○ ○       
役割分担の明確 ○ ○ ○ ◎ ◎ 
段階による主導会社交代   ○ ○ ◎   
資金面の補完性 ○ ○       
他の開発への展開   ○ ○     
一方にとって新規分野 ○ ○ ○ ◎ ◎ 
官公庁へのパイプ ○ ○ ○   ◎ 
データの豊富さ ○         
担当者の親密さ ○ ○ ○ ◎ ◎ 
45 
 
発明者が多い ○ ○   ◎   
すべてが利益得る仕組 ○ ○ ○ ◎ ◎ 
担当者の諦めない力 ○ ○ ○ ◎ ◎ 
担当者のﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ能力 ○ ○ ○   ◎ 
楽しいと感じられる PJ ○ ○ ○ ◎ ◎ 
事前の詳細なストーリー ○ ○ ○   ◎ 
客先と組む ○ ○       



























この事項も 3 つの事例全てに当て嵌まった。補完性の問題とも関連すると考えられた。 














































































標への達成指向性、人間関係構築力などである。ただし、これらは Schreiner and Kale et 
al. (2009)モデルに示されている内容である。 
 
ここまでの分析を基に Schreiner and Kale et al.(2009)モデルに示されていない点の抽
出を試みると以下のように整理できる。 


















































表 12 アライアンスマネジメントの汎用モデル一次案 
 
（出典）Schreiner and Kale et al.(2009)を基に Sako(1992)の概念を加えて筆者作成 
 
（４）汎用モデル一次案の検討 
インタビュー3 及びアンケート 1 による調査 




１）インタビュー3 及びアンケート 1 の調査の対象の事例 
汎用モデル一次案の有効性を検証するために、日本の企業間共同開発の事例分析を行っ
た。総合建設業者である A 社建設株式会社（以下「A 社」と称する）と防災関係事業者で








２）インタビュー3 及びアンケート 1 の内容 
研究方法として、担当者へのインタビュー3 及びアンケート 1 によって、汎用モデル一
次案の有効性を検証した。インタビュー3 及びアンケート 1 の日時は 2015 年 5 月 7 日で
ある。場所は A 社で行った。インタビュー3 及びアンケート 1 の対象者は A 社の開発責任












な項目についての有効性について 5 段階で採点してもらった。 
３）インタビュー3 及びアンケート 1 の結果 
項目 1：開発の概略 









































４）インタビュー3 及びアンケート 1 の結果 
４)－1 インタビュー3 について 
インタビュー3 において共同開発における成功要因として挙げられた「具体的な事象」
及びそれとの関連が想定された汎用モデル一次案に示されている能力との対照を試みたの












































ちらかと言えば当て嵌まる 5 = 当て嵌まる」 
 アンケート１の結果は表 14 のとおりである。 
 
表 14 アンケート１の結果 
 
（出典）図 12 およびアンケート１の結果を基に筆者作成 
 















































































表 16 汎用モデル（二次案：最終案） 
 
 
（出典）Schreiner and Kale et al..(2009)をベースに追加の項目を盛り込み筆者作成 
＊は追加した部分 
（注）表 16 の汎用モデル（二次案：最終案）は、連携マネジメント能力を構成する 5 つの柱
（「調整」「コミュニケーション」「信頼形成活動」「連携企業の補完性」「連携企業間の文化


















一方、Schreiner and Kale et al.(2009)の研究は欧米の単一産業に基づく検証結果である。
同研究だけでなく、多くの研究の調査が当該業界固有のデータに基づくものである限界に
ついては T.K.Das et al.(2000)も指摘している。同モデルは先行研究で示されている項目の
うち、「補完性」と「企業間の文化的な相性」については同モデルに示された 3 つの柱（「調
整」、「コミュニケーション」、「結合」）の概念からは抜けていると考えられる。従って、




















また、仮説２の検証に際してアンケートを 1 件（アンケート 4）行った。 
 
図 8 検証方法の全体像 
 
 

















 ロジステック回帰分析および χ２検定（期待度数のマス目のうち 20％以上が期待度数が






















 建設業者は、日本全国に約 2 万社に存在し、国内総生産における建設業の比率約 6％（経



































































































には Fisher の正確確率検定を用いて分析を行った。ソフトは SPSS Statistics19 を使用し
た。その後にインタビュー調査（インタビュー4）を行い、ロジステック回帰分析および χ


































 アライアンス先の会社規模、アライアンス先の業種、開発技術分野は、表 17 から表 19
のとおりである。 
 
表 17 アライアンス先の会社規模 
従業員数 該当会社数 
1 人～20 人 16 社 
21 人～300 人 28 社 
300 人～1,000 人 17 社 
1,000 人以上 40 社 
（出典）調査データを基に筆者作成 
 
表 18 アライアンス先の業種 
業種 電機 機械 金属 建設 ﾊﾞｲｵ IT 商社 
社数 13 24 30 23 3 2 2 
（出典）表 17 に同じ 
 
表 19 開発技術分野 
技術分野 電機 ﾊﾞｲｵ 機械 建設 化学 IT 
社数 2 8 14 48 18 11 










った。「開発対象の定義の詳細さ」については 6 段階、「費用負担」については 5 段階、「開
















① 20 文字未満 
② 20 文字以上～30 文字未満 
③ 30 文字以上～40 文字未満 
④ 40 文字以上～50 文字未満 
⑤ 60 文字以上～100 文字未満 














































































のうち 20％以上が期待度数が 5 未満であった場合）には、Fisher の正確確率検定を用い
て分析を行った。 
③ インタビュー調査（インタビュー3） 





















市場への適合性の問題なのか等について、A 社で開発を多数経験している 4 名の開発者に、
製品開発プロセスの各段階表（表 20）を見て貰い、またステージゲート法についても考慮



























フェーズ 3 以降が、研究開発着手後の各段階 
 （出典）Khurana et al.（1998）を基に筆者作成 
 




の 4 項目について、ファジーフロントエンドモデルの研究開発着手後の各開発段階（表 20
の Phase3～Phase7）のどの時点で、見直しが必要となったのか等に関してのアンケート
も行った。さらに開発の見直しが必要となった事例については、①技術的な問題、②市場
への適合性の問題、③その他の問題の 3 択で質問を行った（アンケート 3 の内容の詳細は
付属資料１に添付）。 















ンケート 4 によりデータを収集し、当該開発の成否との関係について検証を進める。 
分析は上述の総合建設業のA社で実際に企業間共同開発を進めた事例から得られた回答
データを SPSS を用いて t 検定による成功事例と不成功事例の差の検定を行う。 
（２）アンケート 4 の対象 
アンケート 4 は、日本の総合建設業の A 社（資本金、従業員数）で実際に企業間共同開
発を進めた事例である 101 の事例における A 社の開発責任者に対して行った。対象の技術
開発はいずれも実用化の開発のみとして、基盤研究は対象から除いた。開発が終了した後


















成功を 1、不成功は 0 で示した。なお、評価の客観性を担保するために次の方法を採った。
すなわち、A 社の研究管理部門において、アンケートの回収を行い、回答事例についての




a）調整、b) コミュニケーション、c) 信頼形成活動、d) アライアンス企業間の補完性、
e) アライアンス企業間の文化的な相性の 5 項目について、共同開発を進めるに際して、ど
れだけ重要であったかを以下の 5 段階で最も当て嵌まる数字を記入してもらった。 
「1 =重要ではない 2＝どちらかと言えば重要でない、3＝どちらでもない、4＝どちらか





ちらかと言えば当て嵌まる 5 = 当て嵌まる」 
 









の二つの点については有意であった。この 2 点は開発の成功と関係性が認められた。 
 
表 21 ロジステック回帰分析についての結果 
独立変数 回帰係数 有意性 オッズ比 
対象定義 0.092 ** 1.096 
費用分担 0.108   1.114 
実施細目 0.351   1.421 
成果取扱 0.335 * 1.398 
開発分担 -0.044   0.957 
ｽｹｼﾞｭｰﾙ -1.282   0.277 
N 101     
-2 対数尤度 93.907     
Cox-Snell R2 0.363     








（２）各条項についての χ２検定及び Fisher の正確確率検定の結果 
対象の定義、費用分担、実施の細目、成果の取り扱い、開発の分担、スケジュールの各条




表 22 「対象の定義」 
対象定義の文字数 実用化不成功 実用化成功 計（件数） 
20 文字未満 28 9 37 
20～30 文字未満 19 7 26 
30～40 文字未満 5 6 11 
40～50 文字未満 2 6 8 
60～100 文字未満 0 7 7 
100 文字以上 0 8 8 
Fisher の正確確率検定の結果 
P 値 .000 ** 
（出典）表 21 に同じ   **1％有意水準 
 
対象の定義について χ２検定による分析を行ったが、期待度数が 5 未満であったマス目
のうち 20％以上あった（57％）ため、χ２検定に適しておらず Fisher の正確確率検定を用






費用負担規定内容 実用化不成功 実用化成功 計（件数） 
費用負担規定無 3 3 6 
別途協議（先送り） 7 3 10 
分担部分負担 28 25 53 
均等計算して負担 9 10 19 
詳細規定あり 7 6 13 
Fisher の正確確率検定の結果 
P 値 .858 
（出典）表 21 に同じ 
 
費用負担について χ２検定による分析を行ったが、期待度数が 5 未満であったマス目の
うち 20％以上であった（30％）。そのため、χ２検定に適しておらず Fisher の正確確率検






開発細目規定内容 実用化不成功 実用化成功 計（件数） 
細目の規定無 46 34 80 
規定が詳細でない 7 4 11 
詳細な取り決め有 2 8 10 
χ２分析の結果 
確率 自由度 χ２ 
.078 2 5.344 
（出典）表 21 に同じ 
 
開発項目の細目について χ２検定による分析を行った。期待度数が 5 未満であったマス





成果取扱条項内容 実用化不成功 実用化成功 計（件数） 
成果取扱規定無 10 4 14 
規定は権利共有のみ 8 0 8 
別途協議として先送り 17 17 34 
規定ある。但し、骨子のみ 2 2 4 
完全取決め条項が有る 17 24 41 
Fisher の正確確率検定の結果 
P 値 .013 * 




マス目のうち 20％以上であった（40％）。そのため χ２検定に適しておらず、Fisher の正




規定の有無 実用化不成功 実用化成功 計（件数） 
無し 50 41 91 
有り 4 6 10 
Fisher の正確確率検定の結果 
P 値 .508 
（出典）表 21 に同じ 
 
開発スケジュールについて、χ２検定による分析を行ったが、期待度数が 5 未満であった
マス目のうち 20％以上であった（25％）。そのため χ２検定に適しておらず、Fisher の正






開発分担規定内容 実用化不成功 実用化成功 計（件数） 
規定なし 13 6 19 
項目あるが先送り 4 2 6 
規定あるが骨子のみ 27 24 51 
完全な規定有り 10 15 25 
Fisher の正確確率検定の結果 
P 値 .282 






















表 28：インタビュー4 の調査結果 
















































































D 氏：柔軟性が必要なのは、比較的早い段階。開発全体を 10 とすると、2 位までの時期。
開発着手時は意気込んで進むが、早い段階で、これもやらないとダメと気づく。もっと
も軌道修正すると、また、新たなハードルも現れる。市場へ出す際のハードルは、マー
ケットと実用面での整合の 2 点ある。ここでも微調整が必要となる。 
 
（５）共同開発の着手後に直面する課題等に関するアンケート 3 の結果 
１）回収したアンケート 3 のデータ概要 
回収したアンケートの総数は 79 件でった。このうち実用化の成功まで至ったものは 43
件で、成功率は 54％であった。79 件のケースについて、アライアンス先の会社規模、ア




表 29 アライアンス先の会社規模 
従業員数 該当会社数 
1 人～20 人   6 社 
２１人～３００人   12 社 
300 人～1,000 人   8 社 
1,000 人以上   11 社 
（出典）調査データを基に筆者作成 
 
表 30 アライアンス先の業種 
業種 電機 機械 金属 建設 ﾊﾞｲｵ IT 商社 
社数 5 10 8 11 1 1 1 
（出典）表 29 と同じ 
 
表 31 開発技術分野 
技術分野 電機 ﾊﾞｲｵ 機械 建設 化学 IT 
社数 1 4 5 19 5 3 
（出典）表 29 に同じ 
 




① 開発を進めるに際して、当初想定していた内容を見直す場面は全くなかった（28 件）。 
② 開発を進めるに際して、当初想定していた内容を大規模ではないが見直す場面があっ
た（19 件）。 









ったか)について回答結果は表 32 の通りであった。 
 













費用分担 3 3 7 2 1 8 
研究項目細目 14 3 4 0 0 3 
開発スケジュール 9 3 1 2 4 5 
開発の分担 5 0 1 0 0 17 






















③その他の問題の 3 択で質問した結果は、表 33 の通りであった。 
 
表 33 見直しを行った理由は技術的な問題か、市場への適合性の問題か 
 技術的問題 市場適合性 その他問題 
費用分担 4 12 0 
研究実施項目の細目 17 4 0 
開発スケジュール 13 5 1 
開発の分担 5 0 0 










































































（１）アンケート 4 の調査対象のアライアンス先会社の属性について 
回答を得た事例のアライアンス先の会社規模、アライアンス先の業種、開発技術分野は、
表 34 から 36 のとおりである。              
 
表 34 アライアンス先の会社規模 
従業員数 該当会社数 
1 人～20 人 11 社 
21 人～300 人 19 社 
300 人～1,000 人 16 社 
1,000 人以上 15 社 
（出典）調査データを基に筆者作成 
 
表 35 アライアンス先の業種 
業種 電機 機械 金属 建設 ﾊﾞｲｵ IT 商社 
社数 5 12 8 20 6 7 3 





技術分野 電機 ﾊﾞｲｵ 機械 建設 化学 IT 
社数 5 4 14 24 9 5 
（出典）表 34 に同じ 
 
（２）アンケート 4 の結果 
 
汎用モデルの骨子である 5 つの柱についてのアンケート 4 で回収した各項目の総平均値
および成功事例と不成功に終わった事例の差の t 検定の結果の概要は、表 37 に示すとお
りである（t 検定についての詳細な結果については付属資料３に添付）。 
また、汎用モデルについてのアンケート 4 の結果の全体像を表 38 に示した。 
 




ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ 信頼形成 補完性 相性 
** 
成功 4.2 3.6 3.2 3.7 4.3 
不成功 3.0 3.3 3.0 3.5 2.7 
差 1.2 0.3 0.2 0.2 1.6 
数値は回答の平均値。**は１％水準での有意 









（出典）表 16 を基に、アンケート結果を纏めて筆者作成 
（注）表 38 は、連携マネジメント能力を構成する 5 つの柱（「調整」「コミュニケーショ
ン」「信頼形成活動」「連携企業の補完性」「連携企業間の文化的な相性」）についての具体











































項目の 10 のうち 9 の項目で有効性が認められた。これは、ベースとしたモデルからっ




























































































































































Schreiner and Kale et al.（2009）が示した共同開発を進める際の運用モデルをベースに、
先行研究等における重要点を加えて、実際に適用可能となるように具体的項目を示し、全
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付属資料２ 仮説２の検証に関するアンケート 4の内容 
No. 各項目の内容 
a） 調整 

































a）調整、b) コミュニケーション、c) 信頼形成活動、d) アライアンス企業間の補完性、














付属資料３ 仮説２の検証に関するアンケート 4の検証結果 
 平均 標準偏差 
ｔ値 ｐ値 
結






A 4.214 3 0.8325 0.9014 5.465 0 ** 
a1 3.821 2.667 0.9574 0.9574 4.636 0 ** 
a2 3.107 2.606 0.7373 0.8638 2.412 0.019 * 
a3 4.607 0.6289 3.697 0.684 5.373 0 ** 
a4 2.75 2.152 0.7005 0.6671 3.412 0.001 * 
a5 4.393 3.758 0.786 0.7084 3.319 0.002 * 
a6 3.714 2.818 1.0131 0.917 3.625 0.001 ** 
a7 4.714 0.5345 3.667 0.8898 5.665 0 ** 
a8 4.5 3.545 0.8389 0.9045 4.245 0 ** 
B 3.643 3.333 0.78 0.6922 1.642 0.106   
b1 3.464 3.242 0.8381 0.6629 1.154 0.253   
b2 3.571 3.091 0.9595 0.8427 2.082 0.042   
b3 3.357 3.242 0.78 0.8671 0.539 0.592   
b4 3.607 3.333 0.786 0.7773 1.364 0.178   
b5 3 2.848 0.6667 0.755 0.824 0.413   
C 3.214 3 0.4179 0.433 1.957 0.055   
c1 2.893 2.788 0.4973 0.6499 0.698 0.488   
c2 2.536 2.303 0.5079 0.7282 1.422 0.16   
c3 3.536 3.212 0.7445 0.6499 1.813 0.075   
c4 3.857 0.9705 0.9705 0.7699 2.486 0.016 * 
c5 3.571 3.364 0.504 0.603 1.444 0.154   
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c6 3.5 3.152 0.5774 0.7953 1.927 0.059   
c7 3.5 3.03 0.6383 0.684 2.755 0.008 ** 
D 3.714 3.515 0.7127 0.5658 1.216 0.229   
d1 4.071 3.576 0.6042 0.6139 3.165 0.002 ** 
d2 3.036 3.303 0.8381 0.8472 -1.234 0.222   
E 4.25 2.667 1.0408 0.8539 6.527 0 ** 
e1 4.286 2.636 0.9759 0.9293 6.751 0 ** 
e2 4.25 2.485 1.0758 1.0038 6.622 0 ** 
e3 3.571 2.758 0.9595 0.9692 3.283 0.002 ** 
e4 4.143 2.515 1.1127 1.1489 5.594 0 ** 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＊＊は 1％水準での有意 
＊は 5％水準での有意 
